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障害者の自立や社会参加などの多様性を見定めたインクルーシブ教育の実現に向けて，平成 11 年 4
月に批准された「子どもの権利に関する条約」をはじめ，平成 26 年 1 月に批准された「障害者の権

























（基礎免許状）を取得又は取得見込みの者である。履修者は 3 年次後期に小学校での実習を 4 週間（20
日間）経験しており，特別支援学校には 4 年次の前期か後期のいずれか 2 週間実習に行く。大学は 6






 特別支援学校教育実習を履修する学生数は，過去 5 年間の平均で 86 名（平成 24 年度 72 名，平成
25 年度 94 名，平成 26 年度 108 名，平成 27 年度 88 名，平成 28 年度 67 名）であった。実習地域は，
近畿地方を中心としているものの，実習校数に限りがあることや学生の居住地(実家含む)などを考慮
し，平成 26 年度及び 27 年度は，近畿地区（兵庫県，大阪府，奈良県，和歌山県，京都府），四国地
区（徳島県，香川県，愛媛県），中部地区（静岡県，長野県），九州地区（熊本県，大分県）で実習を
実施している。校種別では，知的（重複含む）88 件，肢体 57 件，病弱・視覚・聴覚 6 件であった。


















 平成 27 年度及び平成 28 年度に特別支援学校教育実習を履修した教育学科 4 年生 155 名（平成 27 年
度は 88 名，平成 28 年度は 67 名）全員が教育実習終了後に提出した特別支援学校教育実習報告書(14)
に基づき，以下の分析を行った。 
⑴ 自己評価項目の分析 
 自己評価は下記の 9 項目を，「非常によい」を 4 点，「よい」を 3 点，「まあよい」を 2 点，「よくな













それぞれの項目の記述統計データを表 2 に示す。 
 
    表 2 自己評価得点       表 3 自己評価得点因子分析結果 
評価項目 平均値 標準偏差  評価項目 第 1 因子 第 2 因子 
4-1 3.37 0.666 4-8 .68 .204 
4-2 3.06 0.661 4-1 .596 .112 
4-3 3.07 0.694 4-7 .594 .295 
4-4 2.86 0.765 4-9 .586 .186 
4-5 2.67 0.748 4-6 .558 .12 
4-6 2.89 0.682 4-4 .182 .693 
4-7 3.28 0.611 4-5 .122 .623 
4-8 3.15 0.682 4-3 .159 .554 
4-9 3.49 0.585 4-2 .22 .529 
 
この 9 項目について，最尤法で因子分析を行ったところ，2 因子が抽出された。その 2 因子につい
て，エカマックス法で斜交回転を行った。回転後の因子行列を表 3 に示す。 
第 1 因子は，4-1, 6, 7, 8, 9 の項目であり，実習中の授業に関わること以外すべてにわたっているた
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 質問 5「自己評価をふまえ，特に困難を感じたことを書きなさい」（以下，「困難」と略）と質問 6
「教育実習を行う上で前もって学んでおきたかったことを書きなさい」（以下，「事前」と略）の自由
記述回答について，SPSS Text Survey 3 を用いて，テキスト分析を行った。抽出されたキーワードを，
言語学的分析でカテゴリー化を行い，さらにそれぞれのカテゴリーを元のデータと照合して，再カテ
ゴリー化を行った。その結果，「困難」については，「実態や障害の把握」（例「1 人 1 人の実態把握が
難しかった」）「コミュニケーション」（例「意志表示がわかりにくく，伝えようとしていることを読み







コメント 実態や障害の把握 コミュニケーション 教師との関わり 授業方法や指導案 ケアの方法
あり 131(84.5) 85(54.8) 74(47.7) 55(35.5) 4(2.6) 
























あり 118(76.1) 93(60) 31(20) 12(7.7) 24(15.5) 34(21.9) 































































    表 7 校種別回答者数                表 8 学部別回答者数 
校種別 
1 知的（重複含む） 88  
学部別
1 小 69 
2 肢体 57  2 中 37 
3 その他（病弱・視覚・聴覚） 6  3 高 45 


























































































導」にあり，前期・後期それぞれに，特別支援学校教育実習期間を基軸に前半 8 回，後半 7 回，補講
を含めて行っている。本科目の重みと効果は大きく重要な位置づけとなることが考えられる。 










                      図3 R－PDCAサイクルによる授業力向上模式図 
注）特別支援学校における授業力向上のためには、児童生徒の実態を的確に把握するＲ（Research）が極めて重要で 
    ある。Research を起点とした R-PDCA サイクルのスパイラルアップにより、教育内容や指導方法の工夫改善 
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